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様式第四十一（第42条関係）
創業支援等事業計画の認定申請書

年 月 日
主務大臣 名 殿

市町村長 名

産業競争力強化法第127条第１項の規定に基づき、別紙の計画について認定を受けたいので申請
します。

（備考）
１．市町村が実施する創業支援等事業について別表１に、市町村以外の者が実施する創業支援等
事業（法第２条第32項第１号に該当する事業に限る。）について別表２に、市町村以外の者が
実施する創業支援等事業（法第２条第32項第２号に該当する事業に限る。）について別表３に
記載する。

２．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。

（記載要領）
１．創業支援等事業の目標
（１）創業支援等事業の目標について、別表１、別表２及び別表３により記載する。
（２）複数の創業支援等事業について計画を作成する場合は、それぞれの創業支援等事業につい

て記載する。
２．創業支援等事業の内容及び実施方法
（１）創業支援等事業の内容及び実施方法について、別表１、別表２及び別表３により記載する。
（２）複数の創業支援等事業について計画を作成する場合は、それぞれの創業支援等事業につい

て記載する。
３．計画期間
（１）計画期間について、別表１、別表２及び別表３により記載する。
（２）複数の創業支援等事業について計画を作成する場合は、それぞれの計画期間について記載

する。
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創業支援等事業の目標

創業支援等事業の内容及び実施方法
（１）創業支援等事業の内容

（２）創業支援等事業の実施方法

計画期間

（注）
１．複数の創業支援等事業について計画を作成する場合は、それぞれ別葉として記載する。
２．「創業支援等事業の目標」には、創業支援等事業により、計画期間内に何件の支援を実
施し、どの程度の創業を実現させようとするのかを具体的に記載する。

３．「創業支援等事業の内容」には、創業支援等事業の内容を具体的に記載する。特定創業
支援等事業に該当する場合は、その旨を記載するとともに、該当する内容を具体的に記載
する。

４．「創業支援等事業の実施方法」には、創業支援等事業の実施に当たって用いる民間の知
識・手法又は連携する民間の創業支援等事業について記載する。

５．「計画期間」には、計画の実施の始期及び終期を記載する。

別表１

 市町村が実施する創業支援等事業

2



実施する者の概要
（１）氏名又は名称

（２）住所

（３）代表者の氏名

（４）連絡先

創業支援等事業の目標

創業支援等事業の内容及び実施方法
（１）創業支援等事業の内容

（２）創業支援等事業の実施方法

計画期間

（注）
１．複数の創業支援等事業について計画を作成する場合は、それぞれ別葉として記載する。
２．「実施する者の概要」には、実施する者が個人である場合は氏名、住所及び連絡先を、
法人である場合は名称、住所、代表者の氏名及び連絡先を記載する。「連絡先」には、電
話番号、ＦＡＸ番号及び法人である場合には担当者名を記載する。

３．「創業支援等事業の目標」には、創業支援等事業により、計画期間内に何人の支援を実
施し、どの程度の創業を実現させようとするのかを具体的に記載する。

４．「創業支援等事業の内容」には、創業支援等事業の内容を具体的に記載する。特定創業
支援等事業に該当する場合は、その旨を記載するとともに、該当する内容を具体的に記載
する。

５．「創業支援等事業の実施方法」には、創業支援等事業の実施に当たって市町村及びその
他の創業支援等事業を実施する者と連携を行う方法について記載する。

６．「計画期間」には、計画の実施の始期及び終期を記載する。

別表２

 市町村以外の者が実施する創業支援等事業（法第２条第32項第１号に該当する事業に限る。）
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実施する者の概要
（１）氏名又は名称

（２）住所

（３）代表者の氏名

（４）連絡先

創業支援等事業の目標

創業支援等事業の内容及び実施方法
（１）創業支援等事業の内容

（２）創業支援等事業の実施方法

計画期間

（注）
１．複数の創業支援等事業について計画を作成する場合は、それぞれ別葉として記載する。
２．「実施する者の概要」には、実施する者が個人である場合は氏名、住所及び連絡先を、
法人である場合は名称、住所、代表者の氏名及び連絡先を記載する。「連絡先」には、電
話番号、ＦＡＸ番号及び法人である場合には担当者名を記載する。

３．「創業支援等事業の目標」には、創業支援等事業により、計画期間内に何人を対象に実
施し、どの程度の創業に関する普及啓発を行おうとするのかを具体的に記載する。

４．「創業支援等事業の内容」には、創業支援等事業の内容を具体的に記載する。
５．「創業支援等事業の実施方法」には、創業支援等事業の実施に当たって市町村及びその
他の創業支援等事業を実施する者と連携を行う方法及び効果的な創業支援等事業の実施に
向けた効果検証の方法について記載する。

６．「計画期間」には、計画の実施の始期及び終期を記載する。

別表３

 市町村以外の者が実施する創業支援等事業（法第２条第32項第２号に該当する事業に限る。）
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特徴

市区町村

認定連携
創業支援等
事業者

＜全体像（参考例）＞
※下線は特定創業支援等事業

・相談窓口の設置
・商工会議所への
創業支援等事業補助

・市創業者融資制度

○○市

・起業実践塾を実施
・創業啓発講演会
・創業相談会

○○商工会議所

・セミナーを実施
・土日創業相談窓口開設

△△信用金庫

創業希望者、創業者

・インキュベーション事業
・創業相談

○○市産業支援センター

・情報提供、専門家派遣

（独）中小機構□□本部

連 携

・相談窓口の運営

ＮＰＯ法人◇◇

委 託

概 要

年間目標数

・起業家教育
・ビジネスプランコンテスト

ＮＰＯ法人◇◇

普及
啓発 創業無関心者 5



様式第四十一の二（第43条関係）

文  書  番  号
 年 月 日

創業支援等事業計画の認定書

市町村長 名 殿

主務大臣 名

年 月 日付け（文書番号）で認定申請のあった創業支援等事業計画については、
産業競争力強法第127条第４項の規定に基づき認定します。
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様式第四十二（第43条関係）

創業支援等事業計画の不認定通知書
年 月 日

市町村長 名 殿
主務大臣 名

年 月 日付けで認定申請のあった創業支援等事業計画については、下記の理由
により認定をしないものとします。

記

不認定の理由

（備考）
用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。

（記載要領）
法第127条第４項のうち、認定をしない理由を具体的に記載する。
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様式第四十三（第44条関係）

認定創業支援等事業計画の変更認定申請書
年 月 日

主務大臣 名 殿
市町村長 名

年 月 日付けで認定を受けた創業支援等事業計画について下記のとおり変更し
たいので、産業競争力強化法第128条第１項の規定に基づき認定を申請します。

記

１．変更事項
２．変更事項の内容

（備考）
用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。

（記載要領）
変更事項の内容については、変更前と変更後を対比して記載する。
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様式第四十三の二（第44条関係）

文  書  番  号
 年 月 日

認定創業支援等事業計画に係る変更認定書

市町村長 名 殿

主務大臣 名

年 月 日付け（文書番号）で認定申請のあった認定創業支援等事業計画については、
産業競争力強法化第128条第５項において準用する法第127条第４項の規定に基づいて認定します。
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様式第四十四（第44条関係）

認定創業支援等事業計画の変更不認定通知書
年 月 日

市町村長 名 殿
主務大臣 名

年 月 日付けで変更認定申請のあった創業支援等事業計画については、下記の
理由により認定をしないものとします。

記

不認定の理由

（備考）
用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。

（記載要領）
法第127条第４項のうち、認定をしない理由を具体的に記載する。
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様式第四十五（第45条関係）

認定創業支援等事業計画の変更指示の通知書
年 月 日

市町村長 名 殿
主務大臣 名

年 月 日付けで認定をした創業支援等事業計画については、下記の理由により
変更を指示します。

記

変更を指示する理由

（備考）
用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。

（記載要領）
法第127条第４項のうち、変更を指示する理由を具体的に記載する。
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様式第四十六（第46条関係）

認定創業支援等事業計画の認定取消し通知書
年 月 日

市町村長 名 殿
主務大臣 名

年 月 日付けで認定をした創業支援等事業計画については、下記の理由により
認定を取り消します。

記

認定を取り消す理由

（備考）
用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。

（記載要領）
法第127条第４項のうち、認定の取消しの理由となっているものを具体的に記載する。

12


	既定のセクション
	スライド 1: 産業競争力強化法に基づく 創業支援等事業計画のガイドライン 様式集
	スライド 2:  目　次  ○　創業支援等事業計画の認定申請書 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １  ○　別表１　市町村が実施する創業支援等事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２  ○　別表２　市町村以外の者が実施する創業支援等事業 　　　　　　　　（法第２条第３２項第１号に該当する事業に限る。）・・・・・・３  ○　別表３　市町村以外の者が実施する創業支援等事業 　　　　　　　　（法第２条第３２項第２号に該当する事業に限る。）・・・・・ ４  ○　創業支援等事業計画の概要・・・・
	スライド 3
	スライド 4
	スライド 5
	スライド 6
	スライド 7
	スライド 8
	スライド 9
	スライド 10
	スライド 11
	スライド 12
	スライド 13
	スライド 14


